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1 問題の所在 日本経済史学の危機と希望の経済史学
現在，経済史学は危機的状況にあるようだ。日本学術会議において議論さ
れている「大学教育の分野別質保証」のための「経済学分野の参照基準」の
内容に関して，社会経済史学会常任理事会は，経済学教育が危機に直面して
いると認識し，常任理事会として再検討を要求する意見を表明している（社
会経済史学会ホームページによる）。同学会第83回全国大会会員総会（2014
年5月24日，同志社大学今出川キャンパス）でも，代表理事の杉山伸也慶応
大学教授から，それに関連する報告がなされた。
日本学術会議は，経済史に関する教育も，国際的に共通したアプローチで
あるマクロ経済学やミクロ経済学とできるだけ関連づけて行われることが望
ましい，と主張しているようである。これに対し社会経済史学会は，定量化
できない記述資料を重視してきた従来の経済史研究が否定されるのではない
か，と危機感を感じているようである。
こうした「危機」に対して，若手・中堅の経済史研究者も危機意識を募ら
せている。例えば宮地英敏九州大学准教授は，2014年3月に「論説 日本経
済史学の学問的特性に関する一考察」（宮地［2014］）を発表し，コツコツと
歴史資料を読み込む実証研究によって，既存の通説が修正を迫られた事例を
― 1 ―
挙げ，従来型の経済史研究の意義を強調している。
筆者は，杉山代表理事や宮地氏の見解に異を唱えるつもりはないが，日本
学術会議の主張も「むべなるかな」と思わざるを得ない。日本学術会議は，
マクロ経済学やミクロ経済学，すなわち，いわゆる近代経済学に基づく経済
史教育を要求している。よって同会議は，マルクス経済学に基づく経済史教
育への是正策を要求したのではないか。中でも，講座派を念頭に置いていた
のではないか。なぜなら，講座派や，その流れを汲む日本経済史は，東京大
学を始め，多くの国立大学で，長年に渡って講義されてきたからである。
もし日本学術会議が，講座派を念頭に置いているのであれば，その主張に
対し，我々は真摯に耳を傾けるべきである。なぜなら，講座派には3つの点
で大きな問題があるからである。第一に，マルクス主義史観（唯物史観や発
展段階史観）自体が，現在の実証研究の水準よりすると，誤っていた。第二
に，講座派理論はコミンテルンのテーゼに基づいた政治主義的なプロパガン
ダ理論であった（正田［1992］55頁）。第三に，コミンテルンのテーゼには，
日本及び日本人に対する強烈な人種差別的蔑視と人種憎悪が満ちている（谷
沢［2005］42‐76頁）。講座派も，そうした日本人に対する人種差別的蔑視と
人種憎悪を内包している。講座派にとって，ソ連や中国共産党が同じ共産主
義者の同志であり，逆に，多くの日本人は非共産主義者であるがゆえに，敵
である。共産主義を理解しない日本人を「後進的」とみなして蔑視し，「保
守反動」と呼んで憎悪した。そして，日本が戦前戦後を通じて資本主義社会
であり続けたがゆえに，日本の社会を憎んだ。
本稿では，講座派のように人間や社会を憎悪する経済史学のことを，「憎
悪の経済史学」と呼ぶこととしたい。なお，谷沢永一関西大学名誉教授は，
講座派を自虐史観と呼び，コミンテルンのテーゼに従う者を反日的日本人と
呼んで批判している（谷沢［2005］）。確かに日本人の視点ではその通りであ
るが，講座派理論は日本人のみならず，外国人をも苦しめる。詳しくは次節
で解説するが，講座派理論では，資本主義の発展には資本蓄積が必要である
が，日本資本主義は，日本人労働者と日本人農民に対する過酷な搾取によっ
て資本蓄積を進めた，とする。つまり，搾取によって資本主義は発展する，
と捉えている。こうした認識の背景には，日本社会に対する憎悪と同時に，
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資本主義社会そのものに対する憎悪がある。
こうした学説を日本で学んだ留学生，とりわけアジアからの留学生は，日
本で博士号を取った後，母国の大学で教鞭をとった時に，どのような講義を
するのだろうか。また，その講義を受講したその国のエリート学生達は，ど
う考えるのか。日本のような先進工業国になるためには，自分達も，自国の
労働者や農民を徹底的に搾取して資本蓄積を進めるべきだ，と考えるのでは
ないか。ゆえに講座派は，日本人のみならず，諸外国の人々も苦しめる。よっ
て本稿では，資本主義社会を憎悪し，日本及び世界の人々を苦しめる講座派
の本質に基づき，「憎悪の経済史学」と呼ぶことにするのである。
本稿の目的は，そうした憎悪の経済史学に替わり，「希望の経済史学」を
提示することにある。つまり本稿は，希望あふれる未来を創造するための経
済史研究及び経済史教育についての一考察である。なお，この場合の希望と
は，日本人にとっての希望であると同時に，人類にとっての希望でもある。
なぜなら日本人を幸福にする経済史学は，日本人以外の世界中の人々にとっ
ても幸福をもたらす有効な経済史学だからである。いやそもそも，経済史学
に限らず，経済学は，そのような学問であろう。もちろん，文化や制度など
の諸条件の相違により，同じ理論や政策が，全ての国でそのまま通用するわ
けではない。だが，一つの国で有効であるならば，それぞれの国に適合する
ように，ある程度の修正を加えれば，どこの国でも有効性を発揮するのでは
ないか。
本稿では，そうした視点から，筆者が現在取り組んでいる高度成長に関す
る経済史的研究が，我々の未来に，どれほど多くの希望を提示できるかを，
示したい。
だがその前に，次節では，講座派について簡単な解説を行いたい。
2 講座派と平成長期不況
21世紀の現在，既にコミンテルンもソ連も消滅している。ではなぜ今，本
稿で講座派に言及するのか。その理由は，1990年代以降の平成長期不況は，
講座派理論に基づいて，意図的に引き起こされたものだと解釈すると，論理
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的整合性をもって説明することができるからである。近代経済学の知識のあ
る者にとっては周知の通り，平成長期不況は，政府による，とりわけ財務省
（旧・大蔵省）と日銀の官僚達による経済政策によって，人為的に引き起こ
されたものである＊1。
金融引き締めと緊縮財政によるデフレ不況推進政策，消費税引き上げのよ
うな大衆増税と国民負担引き上げによる大衆貧困化政策などは，日本人を苦
しめ，日本経済を悪化させる馬鹿げた政策のように思える。だが，通俗的な
講座派理論，すなわち，現在の財務・日銀官僚（及びその他の官僚）が東大
などで学んだと思われる説では，それらの政策はすべて，日本資本主義を発
展させる正しい政策である。
若い読者のことも考え，基本的なことから説明しよう。講座派とは，コミ
ンテルン（国際共産党。事実上のソ連共産党）の32年テーゼに基づいて研究
を行った学派である。戦前においては，山田盛太郎（東大教員。代表作は『日
本資本主義分析』1934年）らが中心であった。
32年テーゼとは，1932年4月に，コミンテルンが下部組織の日本共産党に
与えた「日本における情勢と日本共産党の任務についてのテーゼ」である。
32年テーゼの目的は，大日本帝国のソ連侵攻を恐れたソ連政府が，日本共産
党に任務を授けた指令書であり，天皇制打倒，ソ連擁護，中国革命支援が掲
げられていた（正田［1992］40‐41頁）。ちなみに戦前期の中国共産党も，コ
ミンテルンの下部組織である。
32年テーゼの具体的な内容に立ち入るつもりはないが，その重要な特徴と
して，日本人への人種差別的蔑視と人種的憎悪を挙げることができる（谷沢
［2005］42‐76頁）。当時の日本は，既に工業国家であった。例えば，1930年
の第2次産業の生産額は，第1次産業の1．5倍ほどもあった（矢野記念会編
［2013］114頁）。国際連盟（1920年設立）では，日本は設立当初より常任理
事国であった。つまり，1930年前後の日本は，名実ともに世界的な大国であ
＊1例えば，若田部昌澄早稲田大学教授や田中秀臣上武大学教授などが日銀を厳しく批判し
ている（若田部［2010］，田中［2010］）。田村秀男産経新聞編集委員兼論説委員は，財務
省や日銀の似非エリートが意図的にデフレ不況を引き起こしており，消費税引き上げは財
務省の利権拡大のためである，と痛烈に批判している（田村［2014］）。
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り，指導的役割を持つ先進的国家であった。だが32年テーゼは，その日本に
対し，「半封建」，「封建制の遺物」，「前資本主義的」，「絶対主義的」などと
いった，マルクス発展段階史観において，「後進性」を意味する用語を並べ
立てた。もちろん，その根拠はない。単なる白人による有色人種に対する人
種差別的蔑視による。
また32年テーゼは，日本は「強盗的帝国主義」であると非難している。「強
盗的」という部分は，日露戦争による敗戦で，本来ロシア人の植民地である
べき南樺太や満州を日本に奪われた，との思いに基づく憎悪の言葉である。
ちなみにレーニンの『帝国主義論』（1916年刊）によれば，帝国主義とは
資本主義の歴史的最高段階である。近代日本が，「半封建」や「前資本主義
的」であり，同時に帝国主義でもあるとのコミンテルンの主張は，明らかに
矛盾しており，マルクス主義的視点からもナンセンスである。ソ連の初代指
導者であるレーニン（1870～1924年）は学者であったが，2代目の指導者で
あるスターリン（1879～1953年）も，その他のコミンテルンのメンバーも，
学者ではない。そのため冷静さを欠いて，日本人に対する人種差別と人種憎
悪の感情が先走ったのである。特に，日露戦争の敗戦とシベリア出兵（米英
仏は1918～20年，日本のみ18～22年まで出兵）とにより，スターリンやコミ
ンテルンは，日本に対し，フランスに対するのと同様の強い恐怖を感じてい
た。ちなみに，フランスに対する恐怖は，ナポレオンのロシア遠征によるも
のである。彼らは，フランスと日本が，西と東から，同時にソ連に侵攻する
ことを恐れていた。32年テーゼは，そうした日本への恐怖を背景に，憎悪，
差別，中傷によって成立したものであった（谷沢［2005］62‐76頁）。
ところで，1930年代から戦後しばらくの間にかけて，マルクス主義者の経
済史研究者達の間では，日本資本主義論争が行われた＊2。学説の相違ではな
く，その本質を捉えるならば，ソ連に忠誠を誓い32年テーゼに従う者が講座
派であり，ソ連に従うことを拒み32年テーゼを否定する者が労農派であると
の分類が可能である。だが講座派は，1960年代に入ると，忠誠を誓ったソ連
から，はしごを外されることとなった（正田［1992］50‐55頁）。その理由は，
＊2マルクス主義史観の視点から日本資本主義論争をまとめたものに，山本［2002］。
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ソ連指導者の交代や，ソ連における日本研究の目的が革命から学問へと転換
したこと，そして現実の日本や世界が，講座派理論とあまりにも乖離しすぎ
たこと，にある。つまりソ連自体が，32年テーゼの学術的誤りを認めたので
ある。
にもかかわらず，日本では，特に国立大学などでは，その後も，講座派的
な日本経済史が，講義され続けた。そのため，講座派理論を大学で聞きかじっ
た学生達の中には，それをそのまま信じ込んでしまったまま，社会に出た者
も少なくないのではないか。
それでは，多くの国立大学生が受講したと思われる通俗的な講座派理論の
根幹部分をまとめてみよう。それは，下記のようなものである＊3。
資本主義の発展には，資本蓄積が決定的に重要である。戦前期日本資
本主義の資本蓄積の方法は，以下の3種類に大別できる。
ⓐ日本人搾取： 日本資本主義は，財閥と寄生地主が，労働者と農民
（小作農）を徹底的に搾取して資本蓄積を進めた。日本人労働者は「イ
ンド以下的賃金」，すなわち，植民地の被支配者民族以下の低賃金を強
いられ，日本の農民は，米繭構造（コメと繭の生産を中心とした農業構
造）の下，「繭の買いたたき」により窮乏を強いられ，農村では，欠食
児童や娘身売りといった社会問題が発生するほどであった。つまり，日
本人に対する過酷な搾取によって，日本資本主義は発展した。
ⓑ日本人貧窮化： 日本資本主義は，（松方デフレなどのデフレ不況
によって）日本人を極貧状態に突き落とすことで，多くの低賃金労働者
を創出した。低賃金により，低価格の輸出品の生産が可能となった。日
本製品は，低価格を武器に世界市場でシェアを伸ばし，日本人資本家や
日本企業は多額の利益を得た。それにより，日本資本主義は資本蓄積を
進めた。つまり，日本人を貧窮化させることで日本資本主義は発展した。
ⓒデフレ不況： デフレ不況は資本蓄積を進展させる。なぜなら，第
一に，デフレ不況によって国内需要が減少するため，それに伴い，輸入
＊3デフレ不況については，三和［2012］も参照した。
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が減少するからである。第二に，デフレ不況によって労賃が低下するた
め，それに伴い商品価格が低下し，輸出が増加する。輸入減少と輸出増
加とにより貿易黒字が増加するため，日本国内の資本蓄積が進展する。
つまり，デフレ不況は日本資本主義を発展させる。
これらをまとめると，ⓐ日本人を搾取し，ⓑ日本人を貧窮化させ，ⓒデフ
レ不況を引き起こすと，資本蓄積が進展し，日本資本主義が発展する，とい
うロジック（論理）になる。
もちろん，こうした講座派理論は，デタラメな理論である。実証研究の点
でも，ロジックの点でも誤りだらけである。かつて故・正田健一郎早稲田大
学名誉教授は，もし講座派理論が正しければ，日本資本主義は戦後改革によっ
て崩壊したはずだ，と主張した。なぜなら戦後改革によって，寄生地主制と
財閥は解体され，労働組合が強化された。それにより，日本資本主義の根幹
であった日本人搾取による資本蓄積が不可能になったからである。だが戦後
の日本は，急速な戦後復興を遂げた後，高度成長を経験した。よって，日本
人を搾取していた寄生地主制や財閥は，日本資本主義の基盤でも主柱でもな
く，むしろ桎梏，すなわち手枷足枷であった。戦後改革によって日本経済は
その桎梏から解き放たれたため，戦後，急成長したのである（正田［1992］
54‐55頁）。
戦前期の講座派の目的は，資本主義体制を打倒し，日本で共産主義革命を
起こすことであった。そのため，日本人労働者や農民が受けている搾取を，
針小棒大に誇張し，労働者や農民が日本資本主義を憎むようにアジテーショ
ンしていた。「インド以下的賃金」論などは，アジ演説の最たるものである。
アジ演説風に言えば，以下のようになろう。
「労働者諸君！ 諸君らはインド人よりも搾取されている。つまり世界最
悪の搾取である。それにより資本家ばかりが肥え太っている。腐りきった日
本資本主義を打倒しよう！」
つまり，戦前期講座派の論理展開は，日本人搾取の肯定ではなく，日本資
本主義は搾取を基盤とするがゆえに打倒しなければならない，というもので
あった＊4。
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だが戦後，1960年代に，日本が高度成長を経験し，講座派理論がソ連から
も見放されると，上記の論理展開のすり替えが起きた。日本が世界有数の経
済大国となった理由を，過酷な日本人搾取に求めるようになった。つまり，
戦前期において打倒すべき対象であった寄生地主制や財閥を，日本資本主義
の発展の原動力として捉えるようになったのである。これは，日本人搾取の
肯定化を意味する。日本資本主義の発展のためには，日本人を搾取しなけれ
ばならない，もしくは日本人搾取もやむを得ない，という論理展開にすり替
えられた。
こうした高度成長期以降の講座派の視点に基づけば，近年の日本政府が推
進する問題のある政策及び政策案は，全て正しいと言える。例えば，人材派
遣法改悪と残業代ゼロ法案（ホワイトカラー・エグゼンプション）は，日本
人搾取（上記のⓐ）を強化するため，正しい政策である。とくに人材派遣法
改悪は，派遣労働者が，派遣会社によって過酷な中間搾取を受ける。それに
より，派遣会社やその株主（資本家）が，資本蓄積を進展させる。
消費増税や，医療費の自己負担額の引き上げなどの国民負担の引き上げ，
年金支給額の削減，生活保護費削減などの福祉削減政策，雇用規制緩和案（リ
ストラ推進案），外国人労働者の受け入れ増加案は，日本人を貧窮化させる
（ⓑ）ので正しい政策である。
金融引き締め（貨幣発行量の削減）と緊縮財政（財政支出の削減）はデフ
レ不況を引き起こす（ⓒ）ので正しい政策である。逆に金融緩和（貨幣発行
量の増加）と積極財政（財政支出の拡大）は，好景気をもたらすので，金本
位制の下では，輸入が増加する一方で，労賃上昇による商品価格の上昇によっ
て輸出が減少するので，貿易赤字が増加する。それによって資本蓄積が阻害
されるので誤った政策である，との解釈になる。ちなみに金融緩和と積極財
政はアベノミクスの第一の矢と第二の矢である。金融緩和と積極財政を批判
とら
し，貿易赤字を危惧する人々は，講座派理論に囚われているのではないか。
なお，1980年代から繰り返されてきた富裕層や企業への減税（拙著［2010］
＊4戦後になってからも，1950年代後半に東大で学生生活を送った者の中には，資本主義を
打倒して社会主義社会を建設するために経済史研究を志した者もいる。詳しくは高村他
［2010］。
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5‐7頁参照）は，上記のⓐ～ⓒには当てはまらないが，直接的に資本蓄積
を進める政策と言える。平成長期不況下では，大企業は巨額の内部留保を貯
め込み，「死に金」となっていた。だが講座派的視点では，巨額の内部留保
は資本蓄積に当たる。
ちなみに，厚労省によると，全労働者（被雇用者）に占める非正規雇用の
比率は1985年の16％から2012年には35％へ拡大し，12年における年収300万
円以下の低所得世帯は全世帯の32％を占めている。国税庁によると，1999年
から2007年にかけて，1年以上勤続者の平均年収は461万円から437万円に減
少し，民間給与総額は217．5兆円から201．3兆円へ16．2兆円減少したが，企業
の配当等総額は5．2兆円から20．9兆円へ15．7兆円増加している（厚労省と国
税庁のホームページによる）。
こうした現状は，講座派的視点では，霞が関の官僚達は，日本人搾取と日
本人貧窮化を進め，それにより着実に資本蓄積を進展させている，と解釈で
きる。低賃金の非正規雇用労働者を増加させ，その結果，低所得世帯を増加
させる。そして，日本人労働者から搾取した16．2兆円の大部分に相当する15．7
兆円を，株主へ配当，すなわち資本蓄積に充てている。99年と07年とでは，
資本蓄積の金額が，5．2兆円から20．9兆円へと4倍以上に増加している。も
し資本蓄積が本当に重要なものであれば，実にめざましい成果と言える。
だが残念なことに，ポスト金本位制の現代日本では，資本蓄積は意味がな
い。現在の日本では，紙幣は日銀が輪転機を回して発行し，それを民間銀行
を通じて企業に融資すればよい。資本家が資本蓄積をしなければ，投資をす
る資金が国内のどこにもない，という時代ではないのである。それにそもそ
も，需要がなければ，企業は投資をしない。経済成長に最も必要なものは，
資本蓄積ではなく，需要である。
もっとも，財務省や日銀の官僚達が，意図的にデフレ不況を引き起こして
いる本質的理由は，デフレ不況によって企業のレント・シーキング活動が活
発化し，それにより自分たちの天下り先が増えるからである（拙著［2011］
199‐201頁）。意図的に自国経済を悪化させ，多くの国民を苦しめ，それによ
りエリート官僚が私腹を肥やす。実はこれは，途上国では，しばしば見られ
るケースである（いわゆる「収奪国家（predatory state）」）＊5。
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だが，全ての官僚が，私利私欲だけでデフレ不況や日本人貧窮化政策など
を推進しているわけではあるまい。一例を挙げると，小泉政権時代に決定し
た母子家庭への児童扶養手当（母子加算）の削減（拙著［2011］97頁）など
は，官僚が何らかの利益を得るとは考えにくい。だが，鳩山由紀夫政権が母
子加算復活を実行しようとした時に，財務省は，全額復活ではなく半額復活
に留めようと，強硬に抵抗した。半額復活で節約できる予算は，わずか数十
億円である。100兆円前後の日本の国家予算から見れば，微々たるものである。
ゆえに，一部の官僚は，学生時代に聞きかじった誤りだらけの講座派理論
を，いまだに心の底では信じているのではないか。いや，本心では信じてい
なくとも，心理学で言うところの反復強迫に陥っているのではないか。反復
強迫とは，自分のある言動を一度正当化すると，客観的に見て誤った言動で
あっても，自分の頭の中では正しい言動であるため，何度も同じ言動を繰り
返す，という心理現象である。しかも，自分のその言動が誤っているのでは
ないかと薄々感じたとしても，自分の誤りを認めることは，精神的な苦痛を
もたらす。そのため，その精神的苦痛を避けるために，その言動を正しいと
強く思い込む。ゆえに，主観的には正しいため，長期間に渡って何度も，同
じ誤った行動をとることになる。
例えば，ある官僚が，上司の命令で，国民を苦しめる日本人貧窮化政策に
携わったとする。その時，日本人貧窮化は資本蓄積を進める正しい政策なの
だと，心の中で，自己の業務を正当化したとする。するとそれ以降，反復強
迫に陥ったその官僚は，常に日本人貧窮化を進める政策を率先して計画し，
繰り返し実行してしまう。そして，10年，20年という時間を経ることにより，
反復強迫がさらに強化され，日本人貧窮化政策をさらに強力に推進するよう
になる。なぜなら，もし日本人貧窮化政策が誤った政策だと認識を改めた場
＊5アフリカ諸国の経済は，1960年代には高成長を続けたが，73年の石油危機を転機に90年
代半ばまで停滞，あるいは衰退した。アフリカの一人当たり GDP 成長率は80年代はマイ
ナス1．3％で，90年代前半はマイナス1．8％である。マイナス成長の時期は，独裁的政治体
制が支配的になった時期と重なっている（絵所［2001］21‐24頁）。日本ではバブル経済と
いう高成長時代の次に，長期間のデフレ不況が続いたが，デフレ不況期は二世議員の増加
によって（つまり国会議員の能力低下によって）官僚支配が強化された時期と重なる。
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合，自分のこれまでの官僚人生，それも10年，20年という長期間にわたる人
生が，誤ったものとして全否定されるからである。それは，精神的に極めて
大きな苦痛をもたらす。ゆえに，反復強迫の期間が長くなればなるほど，そ
の言動は強化されてエスカレートし，自分の言動を自分自身で修正すること
が困難になる。
上記の母子加算問題も，反復強迫の概念を用いれば，簡単に説明できる。
ひとたび母子加算を廃止した以上，財務官僚の主観では，母子加算廃止は正
しい政策である。それを復活させることは，自分の過去の誤りを認めること
になる。それゆえに，強硬に抵抗したのである。日本には，官僚無謬神話と
いう言葉がある。それだけ日本の官僚は，自己の誤りを認めたがらないと言
うことである。そして，自分の誤りを認めたがらない者ほど，反復強迫に陥
りやすい。
このように，官僚が当初，日本人を苦しめ，日本経済を悪化させる政策を
推進したのには，講座派理論の影響があるのではないか。その後は，反復強
迫を繰り返し，官僚達自身では止められなくなっているのではないか。もし
そうだとするならば，平成長期不況の原因の一端は，経済史教育にもあるこ
とになる。
ゆえに我々は，日本人搾取，日本人貧窮化，デフレ不況を肯定するような
「憎悪の経済史学」から，早急に「希望の経済史学」へと経済史教育を転換
しなければならない。
3 大衆需要と高度成長
経済成長の研究は，何に重点を置くべきか。これまでの研究史では，生産
面（サプライ・サイド）の研究が多かったと言える。資本蓄積を重視する講
座派も，生産面重視と言える。なぜなら，商品の生産は，生産の三要素であ
る資本，労働，土地を結合させて行う。経済成長とは国内総生産（GDP）
が増加することであるので，国全体で，生産の三要素のいずれかの投入が増
加すれば，商品生産は増加し，経済成長が実現する。工業化には，莫大な資
本の投入が必要である。そこで，その莫大な資本をどのように蓄積するかが，
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講座派などによって重視されたのである。
だがそもそも，需要がなければ商品は生産されない。つまり，需要面（ディ
マンド・サイド）の研究が必要不可欠である。需要を重視した最初の経済史
家はヴェルナー・ゾンバルトである。彼の代表作『恋愛と贅沢と資本主義』
（1912年刊）では富裕層の贅沢による需要に，『戦争と資本主義』（1913年刊）
では戦争や大規模軍隊の維持による需要，すなわち政府による需要に，着目
した。つまりゾンバルトによると，富裕層や政府による莫大な需要により，
資本主義ないし工業化が進展したのである。
日本では，近代日本の工業化成功の要因として需要を重視した研究に，故・
正田健一郎早大名誉教授の「伝統的需要構造」論（正田［1971］）がある。
それを継承発展させたのが，川勝平太元早大教授（現・静岡県知事）の「文
化・物産複合」論（川勝［1991］）である。正田「伝統的需要構造」論では，
近代日本の機械綿紡績業は，日本国内の和服の需要を基盤に発展した，とす
る。和服と洋服に使用する綿布・綿糸の品質の相違について研究を行い，文
化・文明論に発展させたのが川勝「文化・物産複合」論である。近代日本の
工業化は，日本の「文化・物産複合」を基盤とすることで可能となった，と
する。
ところで，近代日本の和服需要の大部分は，一般庶民によるものである。
そこで，その点を強調すべきだと考え，筆者は数年前から「大衆需要」とい
う用語を使用している。近代日本のみならず，一定以上の人口を有する人口
大国では，大衆需要を基盤として工業化が進展する（拙著［2010］）。
それでは，この「大衆需要」論の視点に基づいて，戦後日本の高度成長に
ついて，簡単にまとめてみよう（詳しくは，拙稿［2014b］）。
高度成長は，工業化の急速な進展によるものである。ゆえに，大衆需要を
急増させる諸政策を実行すれば，一部の人口小国を除き，どの国でも，同一
の国で何度でも，実現可能な経済現象である。
大衆需要が増加するケースは，下記の3種類である。
ケースＡ： 大衆の所得が減少しない状況下で，BHN の市場価格が低下
した場合。なぜなら，生活にゆとりが生じた大衆は，家電等の工業品の購入
に積極的になるからである。
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ケースＢ： BHN 価格が上昇しない状況下で，大衆の可処分所得が増加
した場合。この場合も，生活にゆとりが生じるため，工業品への大衆需要が
増加し，工業化が進展する。
ケースＣ： BHN 価格が上昇せず，大衆の一人当たり可処分所得が減少
しない状況下で，人口が増加した場合。国全体の工業品への大衆需要が増加
するため工業化が進展する。
なお，BHN（ベーシック・ヒューマン・ニーズ）とは，人間が生きるた
めに最低限必要な基本的な財のことである。衣食住などに加え，現代社会で
は医療や教育も含まれる。
上記の各ケースを実現する政策は下記のとおりである。
ケースＡは，自由貿易（Ａ‐1と略記。以下同様）と規制緩和（Ａ‐2）に
より可能である。つまり自由貿易と規制緩和は BHN 価格低下政策と言える。
ケースＢは，貨幣流通量増加政策（Ｂ‐1），財政支出拡大（Ｂ‐2），大衆
軽税政策（Ｂ‐3），貧困解消（Ｂ‐4），により可能である。ゆえにこの4つ
の政策は，可処分所得増加政策と言える。
ケースＣは，死亡率低下政策（Ｃ‐1）と出産数増加政策（Ｃ‐2）により
可能である。これらは人口増加政策と言える。
戦後日本の高度成長は，上記3ケース，計8政策が全てそろったからであ
る。それにより大衆需要が急増し，高度成長が実現した。それをまとめたの
が，表1である（詳しくは拙稿［2014b］参照）。高度成長をもたらした重
表1：高度成長期における大衆需要増加に必要な政策とその状況
政策 状況とコメント
ケースＡ：
BHN 価格低下政策
Ａ‐1 自由貿易 ◯ 岸内閣以降大幅自由化
Ａ‐2 規制緩和 ◯ 経済安定本部解消（52年）
ケースＢ：
可処分所得増加政策
Ｂ‐1 貨幣流通量増加 ◯ 60年代に5倍に増加
Ｂ‐2 財政支出拡大 ◯ 60年代に5倍に増加
Ｂ‐3 大衆軽税政策 ◯ 石橋内閣以降顕著に
Ｂ‐4 貧困解消 ◯ 鳩山内閣以降顕著に
ケースＣ：
人口増加政策
Ｃ‐1 死亡率低下 ◯ 人口2000万人増加
Ｃ‐2 出産数増加 ◯ 人口2000万人増加
（注）◯は改善もしくは良好。
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要な政策の多くは，自民党政権の初期，特に第三代総裁までに打ち出された。
なお，自民党初代総裁は鳩山一郎（内閣1954．12～56．12），第二代総裁は石
橋湛山（内閣1956．12～57．2），第三代総裁は岸信介（内閣1957．2～60．7）で
ある。
それでは，戦後日本の高度成長のメカニズムと，その停止のメカニズムを，
大衆需要の視点からまとめてみよう。
戦後日本の高度成長のメカニズムは，下記の通りである。
① BHN 価格低下（ケースＡ），可処分所得増加（ケースＢ），人口増加
（ケースＣ）が同時に生じたため，大衆需要が急増した。
② それにより，家電・自動車の売り上げが急増した。そのため両産業で
設備投資が急増した。
③ 家電・自動車産業の売り上げが急増し，設備投資も急増したため，ⓐ
鉄鋼・機械産業の売り上げが急増した。それにより，ⓑ鉄鋼・機械産業の設
備投資が急増した。
それは，さらなる鉄鋼と機械の需要増加をもたらしたため，さらに設備投
資が増加した。つまり，ⓐ→ⓑ→ⓐ→ⓑが繰り返された。これが，高度成長
の原動力と一般的にみなされている「投資が投資を呼ぶ」状態である。
④ 上記の②と③により，労働需要が増加した。それは労賃の上昇をもた
らした。労働者は同時に消費者でもあるので，労賃上昇は①の大衆需要の増
加をさらに推進する。高度成長は，①～④の繰り返しにより実現した。
戦後日本の高度成長停止のメカニズムは，下記の通りである。
1973年に発生した第一次石油危機により，石油価格上昇による物価上昇が
発生した。これは，BHN 価格が上昇することであり，ケースＡの逆が発生
した。日銀は目先のインフレ抑制のため，急激な金融引き締めをおこなった。
それにより貨幣流通量が急減したため，不況に突入した。不況により，可処
分所得が減少した。つまり，ケースＢの逆が発生した。BHN 価格上昇（ケー
スＡの逆）と可処分所得減少（ケースＢの逆）が同時に発生したため，大衆
需要が急減し，高度成長は停止した。
しかしその後，日銀が金融引き締めを終了したことに加え，企業の省エネ
努力が，石油価格の上昇をある程度相殺したため，大衆需要が増加に転じ，
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景気が回復した。その後は，3％台の成長が続いた。
だが1980年代以降，89年の消費税導入をはじめ，徐々に大衆需要を削減す
るような政策が，登場するようになった。そのため，1990年代以降，日本経
済は停滞するようになったのである。
次節では，高度成長の経済史的研究が，我々の未来にどのような希望を提
示できるかを述べよう。
4 結論 希望の経済史学による未来への貢献
現在，我々日本人には，二つの経済路線がある（表2参照）。一つは，講
座派理論に基づき，日本人搾取，日本人貧窮化，デフレ不況を推進していく
路線である。これは，いわゆる「失われた20年」と同じ路線である。この路
線を続ければ，日本は弱体化しつづけ，最終的には，日本人は絶滅する。な
ぜなら，このまま少子化が続けば，最後には，日本人は地球上から消滅して
しまうからである。
現在の少子化の最大の原因は，結婚適齢期の男性の低所得である。30歳代
前半の男性の有配偶率は，年収が600万円台の者は約8割だが，200万円台の
者は約4割で，150万円未満の者は3割未満である（拙著［2008］57頁）。一
般論として，結婚しなければ子供を作れない。また，男性の年収が150万円
未満では，結婚しても，子供を作って育てることは困難である。
このまま講座派理論に基づく「失われた20年」路線を続ければ，低所得を
原因とする少子化によって，日本人は消滅する。ゆえに「失われた20年」路
表2：21世紀日本の路線選択
経済路線 基づく理論 主な特徴 中間結果 最終結果
「失われた20年」路線
講座派理論
（マルクス主義
史学）
ⓐ日本人搾取
ⓑ日本人貧窮化
ⓒデフレ不況
日本弱体化 日本人絶滅
「高度成長」路線
近代経済学
（特にディマン
ド・サ イ ド 重
視）
ⓐ大衆負担削減
ⓑ貧困解消
ⓒ円安インフレ
好景気
日本繁栄
世界繁栄
（日本が世界経
済の成長エンジ
ンに）
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線は「日本弱体化」路線であり「日本人絶滅」路線である。戦前期のコミン
テルンは，前述のように，大日本帝国のソ連侵攻を恐れていたため，日本の
弱体化は，彼らの望むところであった。だがソ連が消滅した現在，日本弱体
化や日本人絶滅は，いったい誰の利益となるのか。人格の歪んだ者の反日感
情を満たすこと以外，何の役にもたたないであろう。
だが我々には，もう一つの経済路線がある。大衆需要の増加を推進する「高
度成長」路線である。では，21世紀の日本で再び高度成長を実現するために
は，どのような政策で大衆需要を増加させればよいのか。
まず，表3を見ていただきたい。BHN 価格を低下させる政策（戦略Ａ）
としては，自由貿易と規制緩和があるが，現在の日本は既に充分に自由貿易
と規制緩和を行っている。そのため，これ以上この二つの政策を推進しても，
BHN 価格の低下は僅少である。例えば，日本が農産物の完全な輸入自由化
を行った場合，食費の節約などで，日本人一人当たり年間36ドルの利益が見
込まれる（拙著［2008］78頁）。1ドル＝100円で，一日当たりに換算すると，
わずか10円である。確かに効果はあるものの，あまりにも僅少過ぎる金額で
ある。
よって今後は，可処分所得増加政策（戦略Ｂ）と，出産数増加政策（戦略
表3：21世紀日本の高度成長実現政策（試案）
政策 具体的な政策例とコメント
戦略Ａ：
BHN 価格低下政策
Ａ‐1 自由貿易 ● 既に充分に自由化
Ａ‐2 規制緩和 ● 既に充分に規制緩和
戦略Ｂ：
可処分所得増加政策
Ｂ‐1 貨幣流通量増加 ◎ 政府紙幣発行で5倍に増やす
Ｂ‐2 財政支出拡大 ◎ 政府紙幣で国家予算を5倍に
Ｂ‐3 大衆軽税政策
◎ 消費税廃止，健康保険料廃止，医
療費と教育費の（ほぼ）無料化
Ｂ‐4 貧困解消
◎ 生活補助券（ベーシック・インカ
ム），国民最低保障年金，非正規教員
及び公務員の正規雇用化，高賃金政策
など
戦略Ｃ：
人口増加政策
Ｃ‐1 死亡率低下 ● 健康寿命の延伸に努めるべき
Ｃ‐2 出産数増加 ◎ 小児養育手当
（注）●は今後の日本で効果が少ない政策。◎は充分な効果が見込まれる政策。
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Ｃ‐2）を中心に進めるべきである。かつて，戦後高度成長期において，1960
年代の10年間に，国家予算（一般会計）も日銀貸出残高及びマネーサプライ
（Ｍ2）も，およそ5倍に増加した（拙稿［2014b］18頁）。ゆえに，21世
紀日本の高度成長戦略でも，国家予算を5倍に増やそう。つまり，一般会計
予算を現在の100兆円前後から，500兆円に増やすのである。
では，その資金はどのように調達するのか。1971年のドル・ショック以前
は，世界は事実上，金本位制であった。つまり1960年代の日本は，円紙幣の
発行量を増やすためには，金と交換可能なドル紙幣の保有量を増加させなけ
ればならなかった。そのためには，貿易黒字（正確には経常収支の黒字）を
稼ぐ必要があった。だがポスト金本位制の現在では，金やドルの保有量に関
係なく，円紙幣を発行することができる。そこで，政府紙幣を発行し，それ
を資金源とする＊6。近年（2008年から12年），中央政府の歳入は50兆円を下
回っているため，政府紙幣の発行額は450兆円ほど必要である。
なお，本来ならば，10年間かけて，国家予算を5倍にするべきであろう。
だが，10年間も続く政権の存在は，想定しにくい。衆議院議員の任期が4年
間であるため，21世紀日本の高度成長計画は，4カ年計画にすべきである。
だが本稿では，若い読者へのインパクトを強めるために，4カ年計画の最初
の1年目に，一気に，一般会計予算を500兆円に増加させ，2年目以降は500
兆円にインフレ率を乗じた金額とすることにしたい。
一般会計予算を一気に500兆円に増加させた場合，現在の予算とは別に，
400兆円分の政策を実施できる。その政策は，大衆需要を増加させるもので
なければならない。
では，具体的な政策を構想してみよう。筆者が重視する政策から順に並べ
ることとする。
⑴ 小児養育手当（Ｃ‐2の出産数増加政策）の創設（拙稿［2014a］8‐
9，21頁，拙稿［2014b］20‐21頁も参照）。少子化を防止するためには，子
供が3歳になる頃まで，母親の所得を保障しなければならない（それ以降は
＊6国債の日銀直接引き受けではなく，政府紙幣の発行とする理由は，多くの日本人は「金
本位制シンドローム」に囚われているため，国債発行残高が増加すると，財政破綻するの
ではないかと危惧するからである。拙著［2011］第2章及び第7章第3節も参照。
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保育所に預けて働けるように保育所も増設する）。そこで，使用目的限定の，
すなわち酒，たばこ等の20歳未満禁止の商品の購入を不可とする小児養育券
を，出産後3年間に渡って毎月25万円，年間300万円分を支給する。現在，
3歳以下の子供は約300万人であるため，この政策には10兆円ほど必要とな
る。
⑵ 健康保険料廃止と医療費無料化（Ｂ‐3の大衆軽税政策。正確には，
大衆負担削減政策）。2010年の国民医療費は37兆円（矢野記念会編［2013］
532頁）なので，およそ40兆円ほど必要である。
⑶ 使用目的限定の生活補助券（Ｂ‐4の貧困解消政策）。これは，いわゆ
るベーシック・インカムである。現金支給は道徳的な問題もあるため，これ
も上記の小児養育券のように使用目的限定とする。年収300万円未満の世帯
は1500万世帯ほど存在する（拙著［2008］73頁）。300万円に達するまで，生
活補助券を支給することにする。1500万世帯に対し，1世帯当たり平均で年
間100万円分を支給すると，15兆円必要である。
⑷ 国民最低保障年金（Ｂ‐4の貧困解消政策）。この年金は，現在の年金
とは別に，支給する。現時点でも充分な年金を受給している高齢者もいるだ
ろうが，本当に必要とする貧困高齢者に限定して支給すると，大衆需要を充
分に増加させることができない。本稿における諸政策は，国民最低保障年金
も含め，大衆需要を増加させることが最大の目的である。ゆえに全ての高齢
者に，現在の年金とは別枠で支給する。もちろんこれは年金であるため，現
金支給である。月10万円支給すると年間で120万円である。2010年における
65歳以上の人口は約3000万人（矢野記念会編［2013］32，41頁）なので，36
兆円ほど必要である。
ここまでで，すなわち⑴～⑷の4つの政策で必要な金額は，まだ，たった
の100兆円ほどである。国家予算を5倍にするためには，残り300兆円を国民
のために使わねばならない。
では，次に資金を投入するべき分野は何か。もちろん教育である。社会を
支えるのは人材である。ゆえに人材育成は，最も重要な仕事の一つである。
だが現在の日本では，低賃金の非正規雇用の教員が数多くいる。私立大学な
どは，非常勤講師なしには成り立たない。小中学校では教職員の人数が足り
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ないため，教員の過労が深刻化している。よって，非正規教員の正規雇用化，
教職員の増員と賃上げが必要である。
なお，大衆需要の増加には関係がないが，国立大学の教員の年収は，現在
の3倍にすべきだろう。講座派理論はソ連から見放された後も，国立大学教
員を中心に支持され続けた。その最大の理由は，講座派研究者自身の反復強
迫であるが，もう一つの理由として，国立大学教員の給与水準が，大企業の
大卒従業員よりも低すぎるという点があるのではないか。民間企業に就職し
た大学時代の友人知人よりも遙かに低い給与が，日本資本主義への個人的な
憎悪となり，「憎悪の経済史学」である講座派を支持させ続けたのではない
か。よって，現状のような低賃金は，日本の社会に良い影響を与えない。国
立大学教員に対しては，高度な研究能力に見合うだけの収入を提供するべき
である。加えて，全ての無職のポスト・ドクターを，充分な賃金で大学で雇
用すべきである。現在の日本でそれらが実行されないのは，予算がないから，
との理由であろう。だが，高度成長路線を選択すれば，充分に可能となる。
また，公立学校の学費は，大学も含めて無料にすべきである。なぜなら公
立学校における教育は，個人の利益のためではなく，日本の社会を支える人
材を育成するために行うものだからである。
では，どの程度の資金を投入すべきだろうか。09年の公財政支出教育費は，
国と地方を合わせて23兆円である（矢野記念会編［2013］515頁）。正確な数
字は現在は提示しかねるが，現在の金額の2倍，つまり新たに50兆円ほども
投入すれば（23兆円から73兆円に予算を増やせば），上記の教育関係費用は，
充分にまかなえるのではないか。
よって，以下のようになる。
⑸ 教育関係費の増加。公立学校の学費無料化は大衆負担削減政策に当た
るため，Ｂ‐3の大衆軽税政策に相当する。また，非正規雇用教員の正規雇
用化は，Ｂ‐4の貧困解消政策に相当する。必要な金額は，とりあえず50兆
円を想定する。
次に，本稿では，拙著［2011］でも提言した，日本の省エネ・脱石油社会
化を推進するためのエコ・ジャパン推進券を再度提言したい。なぜなら，高
度成長のネックとなるのがエネルギー問題だからである。エネルギー需給が
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逼迫してエネルギー価格が上昇すれば，多くの商品の価格が上昇してしまう。
それは BHN 価格の上昇をもたらし，大衆需要を減少させる。加えて，政府
紙幣の大量発行によって円安となるため，国内のガソリン価格が上昇する。
近年の地方社会は自動車社会であり，多くの地方住民は，通勤や買い物など
の日常生活に自動車を利用している。ゆえにガソリン価格の上昇は，地方住
民の大衆需要を減少させる。
そこで，ガソリンの消費を抑えるために，燃料電池車，プラグ・イン・ハ
イブリッド・カー，電気自動車などを購入できるエコ・ジャパン推進券を国
民全員に配布し，日本の省エネ・脱石油社会化を推進する。20歳以上の日本
国民は約1億人なので，一人100万円分を支給すれば，100兆円である。もち
ろん，燃料電池車等の購入費用は，税額控除を認める。
⑹ エコ・ジャパン推進券。年間100兆円支給。同券には，使用期限を設
けると同時に，金券ショップでの売買も認める。よって，年間100兆円支給
すれば，必ず使用期限内に100兆円が流通する。したがって，Ｂ‐1の貨幣流
通量増加政策にも相当する（当然，Ｂ‐2の財政支出拡大政策でもある）。
次に行うべきは，高賃金政策である。拙稿［2014a］では，法定最低賃金
を5年間かけて段階的に時給3000円以上に引き上げることを提言した。民間
企業に関しては，経営上の理由で，ある程度の移行期間が必要であるが，政
府の場合は必要ない。公務員やみなし公務員の給料は，時給3000円未満の者
に対しては，すみやかに時給3000円以上に引き上げる（時給3000円で年間2000
時間労働の場合，年収600万円となる。拙稿［2014a］20‐21頁では年間1500
時間労働を提言したので，その場合は年収450万円となる）。もちろん，フル
タイムで働いている非正規雇用公務員及びみなし公務員は，正規雇用化する。
他に，民間であっても，政府が多額の税金を投入している部門，例えば私立
学校，私立病院，介護サービスなどでは，すみやかに時給3000円以上を実現
する。
ではそのために，どれほどの資金が必要か。2010年において，第三次産業
に占める「公務」（教育や医療などに分類されない者）の就業者数は202万人
で，「教育，学習支援業」が264万人，「学術研究，専門・技術サービス業」
が190万人，「医療，福祉」が618万人である（矢野記念会編［2013］81頁）。
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合計で1274万人である。ちなみに同年の産業別月間現金給与は，「教育，学
習支援業」が39万円で，「医療，福祉」が30万円である（矢野記念会編［2013］
91頁）。そこで，1300万人に，現在の給与とは別に年間300万円を政府が支給
することにすると，39兆円必要である。
⑺ 時給3000円以上の高賃金政策。政府投入資金は，新たに40兆円ほど必
要である。
以上より，⑴～⑺の7政策を合わせても，総額300兆円弱にしかならない。
では，あと100兆円を何に使うか。東北復興にも，本来は，復興増税の資金
だけでは足りず，まだまだ資金が必要なのではないか。他に，自民党が主張
する列島強靱化や，民主党政権が主張していた高速道路無料化も，大衆需要
を増加させる効果があるため，資金を投入した方がよい。
なお，消費税は，大衆需要を減少させる税制であるため，すみやかに廃止
するべきである。本稿では代わりに，奢侈品税ないしは高級品税を導入する
ことを提言する。高級品税は，不景気の時には税収が激減するであろうが，
逆に好景気の時には税収が激増するため，高度成長路線が軌道に乗れば，消
費税廃止を補って余りある税収をもたらすであろう。
ところで，誤解がないように念のために付言しておくが，高度成長が実現
すれば，上記のような政策が可能になる，というのではない。因果関係が逆
である。高度成長を実現するために，上記のような政策が必要なのである。
筆者個人は，市場メカニズムのプラス面を評価しているため，医療費の完全
無料化や，全教育機関の学費無料化などは，個人的には願い下げである。だ
が，高度成長を実現するためには，公立学校や公立病院は無料化し，私立学
校や私立病院も，少なくとも，自己負担額が1割程度以下になるように，私
学助成金などの資金を政府が増額して投入しなければならない。
では，こうした高度成長路線のマイナス面は何か。高度成長路線は，円安
インフレ好景気をもたらす。インフレは一般的に，年金生活者と公務員の生
活に打撃を与えるものである。しかし本稿が提言する高度成長路線では，前
述のように，国民最低保障年金が，現在の年金とは別枠で支給される。加え
て，ベーシック・インカムに当たる生活補助券も支給される。また，公務員
やみなし公務員に対しては，最低賃金が時給3000円に引き上げられる。よっ
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て，高度成長路線によって生活苦に陥る者はいない。もちろん，年金支給額
や公務員及びみなし公務員の給与は物価スライド制にする。本稿のように国
家予算を最初の1年で一気に5倍に増やすような荒っぽい手法をとる場合に
は，1年目のインフレ率もそれなりに高くなるであろう。その場合には，年
金支給額や賃金の引き上げを，3ヶ月ごと，もしくは毎月ごとに，行う必要
があろう。
円安の主要なマイナス面は，上記で指摘したように，円安によるガソリン
価格の上昇である。だがそれは，前述のエコ・ジャパン推進券で解決する。
このように，高度成長路線を選択すれば，夢のような社会が実現する。ベー
シック・インカムによって貧困が一掃され，医療費，介護費，子供の教育費
などに悩むこともなくなり，年金支給額も増えるため，老後の心配もなくな
る。しかも高度成長社会では，起業も容易になるため，能力のある若者達が
その実力を発揮して，社会的成功を修めることができるようになる。
日本は空前の繁栄を遂げ，そしてその繁栄は，世界の繁栄にもつながる。
なぜなら，日本における大衆需要の増加は，グローバル時代の今日では，日
本国内の企業を発展させるだけでなく，輸入を通じて，外国企業の売り上げ
も増加させ，海外でも雇用を増加させるからである。つまり日本の大衆需要
が，今まで以上に，世界経済の成長を牽引するようになる。ゆえに，日本が
高度成長路線を選択することは，日本のみならず，世界にも繁栄をもたらす。
このように，「憎悪の経済史学」を捨て去り，「希望の経済史学」を選択す
れば，我々日本人の未来は，そして人類の未来は，希望あふれるものになる
のである。
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